
告 示

�愛媛県告示第５２号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３条の３第９項の規定に基づ

き、東予港港湾計画の変更の概要を次のとおり告示する。

平成２８年１月１９日

東予港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ 港湾計画の変更の概要

東予港港湾計画の変更の概要（平成８年１月愛媛県告示第９８号）

及び東予港港湾計画の変更の概要（平成２６年４月愛媛県告示第５５

９号）によりその概要を告示した東予港港湾計画について変更し

た事項は、次のとおりである。

� 臨港交通施設計画

道路

既定計画を変更する事項

名 称 起 点 終 点 車線数

臨 港 道 路
中 央 港 線 新 中 央 岸 壁 県 道

壬生川港小松線 ２

� 港湾環境整備施設計画

緑地

既定計画を変更する事項

地区名 面積（ヘクタール）

中 央 ３

� 土地造成計画

追加する事項

地区名 面積（ヘクタール）

中 央 １（１）

注 （ ）の数値は、内数で、港湾の開発、利用及び保全並びに港湾
に隣接する区域の保全に特に密接に関連する土地造成計画を示す。

� 土地利用計画

既定計画を変更する事項

地区名 面積（ヘクタール） 用 途

３（３） ふ頭用地

４（４） 港湾関連用地

中 央 １４９（１４９） 工業用地

２（２） 交通機能用地

３（３） 緑地

注 （ ）の数値は、内数で、港湾の開発、利用及び保全並びに港湾
に隣接する区域の保全に特に密接に関連する土地利用計画を示す。

� その他の計画

小型船だまり計画

既定計画を変更する事項

地区名 港 湾 施 設

壬 生 川 防波堤

２ 港湾計画の縦覧の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部河川港湾局港湾海岸課

発 行 愛 媛 県
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監 査 公 表

�公表第１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２８年１月１９日

愛媛県監査委員 佐 伯 滿 孝

同 徳 永 繁 樹

同 山之内 芳 夫

同 渡 部 浩

�愛媛県告示第５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年１月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年１月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山２６０１番２から

同町上山１００６番まで

旧 ５．３～１０．３ ０．１５７

新 １２．４～８４．２ ０．１２２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山２６０１番２から

同町上山１００６番まで
平成２８年１月１９日

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

障 害 福 祉 課 平成２６年８月１１日

（監査の結果）

１ 収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度
及び
２０年度

１者 ３２９，０００ 平成２５年度決算によ
る

２ 職員（１名）の出張について、旅行命令権者が発した旅行命令とは

異なる交通手段を利用していたほか、当該出張に係る旅費について、

出張者は、実際に利用した自家用車の行程により計算した旅費を請求

すべきであったにもかかわらず、旅行命令に基づく航空機利用（自己

手配）等の行程により計算した旅費を請求し、さらに、所属において

現に支払った航空賃の額を領収書等により確認しなかったため、１６，５

１４円が過支給となっていた。

（措置の内容）

１ 年金受給権者死亡届提出の遅延により発生した心身障害者扶養共済

制度年金の過払い分について、県がその事実を知った平成２０年６月か

ら年金受給権者の遺族に対し過払分の返還を求めているところである。

納入義務者から平成２１年４月に県に対して履行期限延期申請書の提

出があったため、分割納付を認めている。

平成２６年度も一部返済されており、引き続き生活状況の把握に努め、

債権回収を行うことといたしたい。

２ 当該過支給額については、返還手続きをとり、平成２６年８月１９日に

返納された。

なお、再発防止策として、次のとおり取り扱うこととした。

� 私事旅行等により自己手配を伴う場合は、領収書等の保管を徹底

するとともに、復命書を作成する際に、必ず領収書等を添付させ、

受裁後はそれぞれ原本を庶務担当者に提出させる。

� 各係長は、係員の出張を常に把握するとともに、自己手配を伴う

場合は、領収書等の原本が添付され、旅行命令の内容と相違ないこ

とを確認する。

� 庶務担当者は、定期的に、県外出張に係る復命書の提出と自己手

配に係る領収書等の添付がなされているか確認する。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

企 業 立 地 課 平成２６年８月６日

（監査の結果）

収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００ 平成２５年度決算によ
る

（措置の内容）

債務者のＡ社は、豚肉の差額関税脱税事件を起こし、国税当局の差押

えを受け、休眠状態となったため未収となっているものであるが、未だ
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に返納されていない。

今後も社長への定期的な訪問や税関との協議を続けるなど、鋭意、返

還金の回収に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

労 政 雇 用 課 平成２６年８月６日

（監査の結果）

収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１４～１８年度 １者 ４３，５００ 平成２５年度決算によ
る

（措置の内容）

未償還金の回収に努めた結果、昨年度は収入未済額４３，５００円のうち８，

７００円が納入されたが、その後は納入されていない。

今後とも、催告を継続するほか、分納納入の指導を行うなど、早期完

納に向け努力してまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２６年７月１４日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ８５，８１７，６６７ １９６，１５９，７７０ ２８１，９７７，４３７
金額は各
年度の決
算による

２４年度 １００，４３４，９５４ ２５０，２６５，０７２ ３５０，７００，０２６

差引増減 △１４，６１７，２８７ △５４，１０５，３０２ △６８，７２２，５８９

（措置の内容）

平成２６年度現年度課税分については、自動車税納期内納付キャンペー

ン（啓発活動、コンビニ収納の実施等）や口座振替の推進、広報等によ

る啓発などにより納期内自主納税の促進に努めたほか、差押・タイヤロ

ック等積極的に滞納処分を実施したが、個人県民税の収入未済額が増加

したこともあり、出納閉鎖時の未収金は９０，７７１，６１０円となり、前年度に

比べて４，９５３，９４３円増加した。

平成２６年度の滞納繰越分については、滞納整理方針及び数値目標に基

づき計画的な滞納整理に努めるとともに、滞納整理強化月間の設定、差

押の早期着手と換価処分の促進、局独自文書催告などを実施し、滞納整

理に努力したほか、平成２４年度から本局管内で、さらに平成２６年度から

は支局管内でも取り組んだ「県・市町税務職員の相互併任」による個人

県民税等の滞納案件に係る徴収確保等により、平成２６年度に繰越した未

収入金２８１，９７７，４３７円が平成２７年３月３１日現在で１５２，１６１，６５６円に減少し

た。

これらの取組の結果、現年度分、滞納繰越分を合わせた収入未済額は、

平成２５年度末の２８１，９７７，４３７円から、平成２６年度末には２４２，９３３，２６６円と

なり、３９，０４４，１７１円、１３．８５％の減少となっている。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限内

の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ９０，７７１，６１０ １５２，１６１，６５６ ２４２，９３３，２６６
平成２７年
５月３１日
現在

２５年度 ８５，８１７，６６７ １９６，１５９，７７０ ２８１，９７７，４３７

差引増減 ４，９５３，９４３ △４３，９９８，１１４ △３９，０４４，１７１

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 建 設 部 平成２６年４月１５日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 ８０３，５００ ７６９，４００ １，５７２，９００

金額は各年度
の決算による２４年度 ８０１，０００ １，３０５，８００ ２，１０６，８００

差引増減 ２，５００ △５３６，４００ △５３３，９００

（措置の内容）

平成２５年度末現在の県営住宅貸付料収入未済額（１，５７２，９００円（２１名））

については、滞納者及び連帯保証人に対し、督促状の送付・呼出し・訪

問等納付指導に努めた結果、滞納繰越分（平成１８年度、２０年度）４２９，２０

０円（２名）及び現年度分（平成２５年度）６５９，５００円（１６名）計１，０８８，７０

０円（１８名）の納付があり、平成２６年度末の繰越金の収入未済額は４８４，２

００円（３名）となっている。

繰越金の収入未済額のうち（平成１９年度～２０年度分）２８２，０００円（１

名）については、退去者に係るものであり、現在、南予地方局建設部管

理課において管理し、督促等を行っている。

また、現在の入居者で２５年度以前分を滞納している者は２名おり、平

成２４年度分５８，２００円を滞納している者については、一部納付があったが、

引き続き督促及び納付指導を行っている。平成２５年度分１４４，０００円を滞

納している者については、訪問、督促等を行ってきたが、指定期日まで

に納付がなかったため、明渡し手続きを取ることとしている。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに滞納繰越

額の回収に努めたい。

区 分 現 年 度 分 滞納繰越分 計 備 考

２５年度 １４４，０００ ３４０，２００ ４８４，２００ 平成２７年５月
３１日現在

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２６年７月１６日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２５年度 １５８，４００ ９４６，９００ １，１０５，３００

２４年度 １０４，６００ ９３１，０００ １，０３５，６００ 金額は各年度
の決算による
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差引増減 ５３，８００ １５，９００ ６９，７００

（措置の内容）

平成２５年度から２６年度に繰り越された１，１０５，３００円については、平成

２６年度中に行った督促及び不納欠損により、１６３，９００円減少し、９４１，４００

円となった。

また、平成２６年度末に新たに発生した収入未済額９６，３００円については、

出納閉鎖後の粘り強い督促等により、全額納入された。

この結果、平成２７年８月２０日現在の収入未済額は、９４１，４００円となっ

ている。

今後も、粘り強く督促を続け、収入未済額の縮減及び納期限内の収入

確保に努めてまいりたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ９６，３００ ９４１，４００ １，０３７，７００

平成２７年５月
３１日現在２５年度 １５８，４００ ９４６，９００ １，１０５，３００

差引増減 △６２，１００ △５，５００ △６７，６００

平成２８年１月１９日 発行
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